
(参考)岩手県口宮城県沿岸市町村一般廃棄物焼却施設
における焼却灰測定結果

岩手県、宮城県の沿岸市町村の一般廃棄物焼却施設で発生した焼却灰中の放
射能濃度は、いずれも8′000Bq/kgを 大きく下回つていることから、これら沿岸市町村
の災害廃棄物の焼却灰も、同様に8′000Bq/kgを 大きく下回る可能性が高い。
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所在地 測定施設名 測定 日 測定内容 放射能凛度くBげ聴 )

金石市
岩手沿岸南部クリ

ーンセンター

7月 5日 飛灰

7月 5日 スラグ

官古市 宮古清掃センター
7月 21日 飛 灰 240

7月 21日 主灰

久慈市
久慈広域連合久憲

地区ごみ燎却場

6月 30日 飛 灰 604

6月 30日 主 灰
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所在地 測定施設名 瀾定日 測定内容 ¨̈

仙台市

今泉工 j■
7月 7日 主灰飛灰混合

7月 25日 主灰飛灰混合 1000

=団
工壇

主灰飛灰連合 1.675

7月 25日 主灰飛灰泥合

松森工場

瓢

7月 7日 飛灰

7月 25日 主灰 500

7月 25日 飛灰 1,900

名取市
セン一“

夕一

名
一

ン

7月 27日 離灰(1号炉) :・988

7月 27日 飛灰(2号炉 , 1.000

塩竃市 清掃工場 7月 2フ 日 飛灰 1● lフ

利府町
麟生処理セン 7月 27日 飛灰 (3号炉 ) 1,55

7月 27日 飛灰 (4号炉 )

石巻市

石巻広城クリー

ンセンター

フ月 2,日 飛反

7月 27日 脱塩残遺 不検出

石巻市吐鹿クリ

ーンセンター

7月 2'日 飛医(A系 )

7月 27日 彙灰 (B系 )

気仙沼市

レ̈センタ．
釧一”

7月 27日 飛灰 20フ 0

南三腱町
み大組

設

沢

施

木

却

軍

焼
7月 27日 飛灰 324
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災害廃棄物を処理する際の放射性セシウム

の挙動及び安全性の確保

放射線としてベータ線やガンマ線を出す。

物質としては、ナトリウムやカリウムと同じアルカリ金属。

食塩 (塩化ナトリウム)と同様に、塩化セシウムの状態では

水に溶けやすい物質。

ただし、土壌の粘土質に強く引き付けられ、いつたん土壌に

くつつくと、地下に浸透しにくい性質をもつ。

外部被ばくで主になるガンマ線は、土壌やコンクリートで遮
へいすれば、放射性物質から出てくる放射線の多くを防ぐこ

とができる。
―例えば、土壌の層30cmがあれば、放射線量を約40分の1にするこ

とができる。

実壇昌意評績翼在霧妻吾ξ憲留質場腕詈亀墨1籍長Jwセミナー)より  14



・廃棄物の中の放射性セシウム

は、850℃以上の高温の炎の中
で揮発したり、小さな液滴となつ

て排ガスと一緒に流れていくも

のと、燃え残りの灰に残るもの

に分かれる。

廃棄物中の
排ガス中に含まれる

燃え残り(灰)に残存

(独 )国立環境研究所提供資料より

・排ガスは冷やされて、気体状ある
いは液状のセシウムは、主に塩化

セシウムとして固体状態になり、二
いじんに凝集したり吸着する。

排ガス中の塩化セシウム(CsCI)は、

沸点 (液体から揮発する温度)1300℃
融点 (固体から液体になる温度)646℃

動機
1ヒ 吟□

ばいじんの粒子
(平均は数十μm)

・セシウムが吸着しているばいじん
は、バグフイルターでほぼ完全に除
去、捕集される。
・きめ細かなろ布上に形成された薬
剤やダスト自身による層により、土
ブミクロン(lμ m以下)の粒子を濾
(こ )しとつて除去する。

(独 )日立環境研究所提供資料より



過去の調査で報告されている
バグフィルターの除去性能

・ バグフイルター付きの焼却炉で、セシウムについて99.99%以上
の除去率を確認 (第 3回環境省災害廃棄物安全評価検討会資料)

・ 高濃度の焼却灰を排出する焼却施設(バグフィルター付き)で

排ガス測定をした結果では、Lゴ左も告示で示された排ガス
の濃度限度を十分下回つてお堕、安全である。

・ 排ガス中のばいじんの除去
が大切。焼却施設には、三
いじんの規制があり、規制
値を守っていれば、放射性
セシウムの拡散の心配はな
い 。

排ガス中の濃度限度として、「実用発電用原子
炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく
線量限度等を定める告示」等で示された濃度限
度を下回ることを確認することが重要。
(原子力安全委員会 (平成23年 6月 3日 )「 東京電
力株式会社福島第一原子炉事故の影響を受け
た廃棄物の処理処分等に関する安全確保の当
面の考え方について」)

Cs-134:20Bq/耐
Cs-137:30Bq/耐

(独 )国立環境研究所提供資料より  17

焼却灰の安全な埋立方法

(より安定した状態での埋立処分)

・ 焼却灰等と水がなるべく接触しないように、水がたまりやすい場所での埋立ては
行わない等の対策

・ 放射性セシウムの土壊吸着性を考慮して土壌の層の上に焼却灰を埋立

浸出液
処理設備

＼
道水シート

処分終了後 (10μSv/年以

(独 )国立環境研究所提供資料より



境省における広域処理推進に向けての取組

廃棄物の受入協力要請

理の推進に係るガイドラインのとりまとめ

廃棄物を受け入れる旨発表

ライン改定

物Iの1広域

広域処理推進会議開催、安全性評価、住民説明用資料の提供
有識者派遣【⑥】、関係省庁との連携



広域処理に関連する法的手続

廃棄物処理法施行令第4条第 9号イに基づく通知等

○一般廃棄物の処分又は再生を委託するときは、市町村において処分又は再生の場所及
び方法を指定することとされている (第 4条第 7号 )

(1)指定された一般廃棄物の処分又は再生の場所が委託した市町村以外の市町村の区域にあると
きは、当該処分又は再生の場所がその区域内に含まれる市町村に対し、次の事項を通知しなければ
ならない。※

①処分又は再生の場所の所在地 (埋立処分を委託する場合にあつては、埋立地の所
在地、面積及び残余の埋立容量)

②受託者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては代表者の氏名
③処分又は再生に係る一般廃棄物の種類及び数量並びにその処分又は再生の方法
④処分又は再生を開始する年月日

※通知は、委託契約の締結前に書面により行う (「一般廃棄物の処分等の委託基
準の道守等について」 (平成13年 8月 23日付け環廃対325環境省大臣官房廃棄物
・リサイクル対策部廃棄物対策課長通知))

(2)一般廃棄物の処分又は再生を一年以上にわたり継続して委託するときは、当該委託に係る処
分又は再生利用の状況を一年に一回以上、実地に確認しなければならない。

広域処理に係る費用に対する補助

広域処理は、被災地側の災害廃棄物処理事業とし

て実施されるため、その費用は被災自治体が負担

(被災自治体に対する国庫補助等により実質的に
は国が今箱色相)。

処理に必要な放射能濃度測定経費等も補助の対象
となる。



広域処理の推進に係る支援

市町村等が一般廃棄物処理施設の整備を行う際、
その施設において災害廃棄物を受け入れる場合は、
循環型社会形成交付金による優先的な支援を行う
(平成23年度第3次補正予算政府案に約130億円
計上)。

・ 交付率 1/3,または 1/2


